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スポーツのリスクマネジメントについて
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津市河芸町在住 安芸ＢＬ豊津地区のスポーツ推進委員です。

生まれも育ちも河芸町で、体育指導員時代から勤めて15年となります。地区社会福祉

協議会や健全育成会の運営委員も務めています。また、総合型地域スポーツクラブと

して１３年前に設立した「かわげスポーツクラブ」の運営にも関わっています。

現在の趣味は6年前に始めた「テニス」です。ラケット振り回してストレス発散してい

ます。機会があればご一緒させていただけると嬉しいです！

講師の自己紹介

津市スポーツ推進委員 大河内 充

津市スポーツ推進委員 古市 和也

津市河芸町在住 安芸ＢＬ黒田地区代表のスポーツ推進委員です。

高校3年生の時に近所の人からスポ少の練習のお手伝いを頼まれ始めてから、スポ少指

導者・体育指導員・スポーツ推進委員として現在まで地域で活動させていただいてい

ます。また、スポーツ指導者から三重県ソフトボール協会津市部に所属し、ソフト

ボールの公認審判員として活動しています。

☆津市スポーツ推進委員は、総勢121名、４ブロック（以下BL）で活動しています！
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若者のスポーツ参画機会の拡充や高齢者の体力つくり支援等ライフステージに応じた

スポーツ活動の推進が求められています！しかし、活動にはリスクが伴います。

今日は、そのリスクとどう向い合うべきかを一緒に考えましょう！！

はじめに

2012(平成24)年、文部科学省は、スポーツ基本法で策定を義務づけられた「スポーツ基本計画」を策定・
公表した。同計画における生涯スポーツは、成人の週1回以上の実施率を3人に2人(65％程度)、週3回以上
の実施率を3人に1人(30%程度)となることを目標にしています。

スポーツ基本計画の策定 P8

これまで、障害者のリハビリテーション支援の観点から厚生労働省において振興が図られてきたが、ス
ポーツ基本法にその推進が掲げられたことを踏まえ、2014(平成26)年からスポーツ振興の観点が強い事業
を文部科学省に移管して実施しています。

障害者スポーツについて P81

世代別の週１回以上のスポーツ実施率を見ると、20歳代～40歳代が約36～38％と低い傾向です。
また、60歳以上については、週1回以上のスポーツ実施率が約6割と高い一方、1年間に一度もスポーツを
しない者の割合も約23～26％と高く、スポーツを頻繁に行う者と行わない者の二極に分かれています。

成人の週１回以上スポーツ実施率 P80
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★スポーツ事故…死亡事故～小さな怪我まで存在する。

スポーツの種目や活動状況により事故の発生の可能性が変化する。

(1)リスクマネジメントの考え方 P127

リスク＝事象の結果 X 発生の確率

「リスクについて、組織を指揮統制するための調整された活動」と定義される。

リスクマネジメント(Risk Management)とは

「目的に対する不確かさの影響」のこと
ある現象の結果（影響度・損害の大きさ）とその発生の起こりやすさ（発生の可能性・確率・頻度）の
組み合わせ

リスク(Risk)

高い↑
リスクの移転 リスクの回避

影響度
損害

リスクの低減

低い↓
リスクの保有

←低い
発生の可能性

高い→

スポーツ活動する中で
事故が発生する可能性はある。

しかし、対象の年齢を制限する・
ルール・時間・用具等を工夫する
ことで低減させることができる。

リスクを管理することが重要！
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★組織TOPがリスクマネジメントを持続的に命じ、団体の組織や構成員に働きかけることから始まり、

機能的に動かすためには、組織TOPが関与し続けることが重要！

(2)リスクマネジメントの枠組みとプロセス P128

① 組織TOPのリスクマネジメントに関する指令及び持続的なコミットメント
② リスクマネジメント方針の確定や組織におけるリスク管理の責任・権限など、
リスクマネジメントの枠組み設計 （⇒PLAN）

③ リスクマネジメントの実践 （⇒DO）
④ 枠組みのモニタリング及びレビュー （⇒CHECK）
⑤ 枠組みの継続的改善 （⇒ACTION）

マネジメントサイクルとは

リスクマネジメントの枠組みを取り決め、実際にそのプロセスを
実行すること
リスクマネジメントの枠組みとは、「PDCAサイクル」にあては
め、計画（PLAN）、実行（DO）、
監視・評価（CHECK)、是正・改善（ACTION)を図るためと定義
される。

リスクの管理運用に必要なこと
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＜ポイント＞

■事故事例を出来るだけ多く知る。

■「まぁ、いいか」を無くす。

■事故発生時には最悪を想定した行動をとる。

■治療費や慰謝料の支払いに備えて保険をかける。

＜日本体育協会-スポーツリスクマネジメントの実践より＞

(3)リスクマネジメントプロセス P130

リスクマネジメントプロセスとは

リスクマネジメントプロセスとは、
①組織状況の確定、
②リスクアセスメント（特定<調査・確認>→分析→評価）、
③リスク対応、
④モニタリング及びレビュー

②リスクアセスメント出来る

＝事業全体の活動内容が整理できていること と定義
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スポーツ活動中の事故については、最大限事故防止に努めることが求められ、リスクを積極的に保有

することは見とめられ難い！

(4)リスク対応 P131

リスク対応とは

リスク対応とは、リスクを修正するプロセスであり、適切なリスクの処理手段を選択し、実行すること

リスク対応は、二つに分けられる。

①リスクコントロール リスクの回避（遮断・中止）：活動中止・参加者制限
リスクの除去（防止・軽減）：競技規則・マナー

②リスクファイナンス リスクの転嫁（移転・共有・保険など）
リスクの保有（負担）

重大な事故=1
軽微な事故=29

ヒヤリハット=300

左図は、「ハインリッヒの法則」

一つの重大な事故の背景には、29の軽微
な事故があり、その背景には300のヒヤ
リハット事例（たまたま事故には至らな

かったが、危なかった事例）があると言

われています。
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「突然死を防ぐための10か条」の例 <独立行政法人日本スポーツ振興センター>

①学校心臓検診(健康診断)と事後措置を確実に行う。

②健康観察、健康相談を十分に行う。③健康教育を充実し、体調が悪い時には無理をしない、させない。

④運動時には準備運動、整理体操を十分に行う。⑤必要に応じた検査の受診等

⑥学校生活管理指導表の指導区分を遵守し、それを守る。

⑦自己の病態を正しく理解する。理解させる。⑧学校、家庭、主治医間等で健康状態の情報を交換する。

⑨救急に対する体制を整備し、充実させる。

⑩AED、の利用法を含む心肺蘇生法を教職員と生徒全員が習得する。

ｔ

(5)重大事故の傾向と対策 P133

重大事故の傾向

文部科学省（2012）統計
「学校における体育活動中の事故」

○突然死等への対応

応急処置、心肺蘇生法、自動対外式除細動器
（AED)の活用、事前の健康チェックまたは健
康診断、監視体制、救護、医療体制、学生生活
管理指導表の指導区分の知識、医師との連携な
どのリスク対応が必要となる。

突然死等

64%

頭部外傷

14%

頸椎損傷

11%

溺水

6%

熱中症

5%
件数割合
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①予兆への対応…参加者の制限（年齢・健康状態）、あのプレーは危ない、あの場所は危険…等

②事故発生後の対応…応急手当て、関係者への連絡。状況が落ち着いたら原因は何かを見極める

リスクカーブについて

事故発生前後のリスク大きさと時間推移

平常時 緊急時 復旧時

マスコミ報道 ⇒

事態収拾

時間

リ
ス
ク
の
大
き
さ

危機管理（事後策）

リスクマネジメント（事前策＋事後策）

事故発生

予兆
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スポーツを推進するにあたり、行おうとする種目に適切な施設を選定してください。

上記５項目を意識すると、よりリスク低減できる施設選定が出来ます。

それでも、なにかしらの不具合があるかも…、複眼で問題・課題がないか大会前の会議は重要です。

(6)スポーツ施設の安全管理 P136

スポーツ事故のリスク除去や軽減の手段

スポーツ施設や設備の安全管理及び整備点検が重要です。そのポイントとして次のことが挙げられます！

①施設及びその表面の評価（床、放置物、危険物、壁、鏡、非常通路）、

②環境因子の配慮（気温、天候、換気、水質、衛生）、

③施設・設備の維持・整備
（配置、整理、維持、点検、老朽、摩擦、清掃、補修、防護、区域設定、危険表示・警告）、

④施設・設備の適切な利用及びスペースの確保、

⑤異常者・暴徒・フーリガン対策（警備、飲酒、発射物・発火剤の取り締まり）
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(7)法的責任と訴訟のリスク P137

法的責任の種類

法的責任

民事責任 事故の加害者が被害者の損害を賠償する責任

刑事責任 違法な行為により社会秩序を乱したことに対し社会的制裁を受けること

行政責任 行政上に義務違反に対する一般統治権に基づいて科される制裁を受ける責任

○民事責任には、不法行為責任と債務不履行責任がある。

不法行為責任：加害者の過失（不注意）が認められる場合
債務不履行責任：債務者が債務の本旨に従った履行をしないことで債権者に損害が生じた場合

スポーツを指導・管理する者が国または公共団体の公権力の行使に当たる公務員である場合には、
その職務を行うについて故意または過失によって他人に損害を与えたときは、国家賠償法第１条に基
づき国または公共団体が損害を賠償する。

○施設の設置管理の責任

施設が、公の営造物であった場合には、当該施設の設置または管理に瑕疵があったために他人に損
害を生じたときは、国家賠償法第２条に基づき、国または公共団体は、これを賠償する責任がある。

○事故後の誠意ある対応

訴訟は、被害者が損害の補償を求めて訴えるもの。誠意や迅速な対応等で裁判までに示談に至るこ
ともある。
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(8)法的防御書類とその効力 P138

法的責任の種類

○免責同意書：債務者が法律上負担しなければならない責任を免除することに債権者が同意する証書
のこと。しかし、日本国内ではこの同意書の効力が認められた判例はまだない。

○インフォームド・コンセント（用紙）：活動の危険を説明し、危険を承諾したうえで参加してもら
うための用紙。参加者に黙示に危険危険を引き受けてもらうことによって、参加者の自己責任を明ら
かにし、危険や安全上の注意点を書面に基づき確実に情報提供する。



(参考資料１)
事故事例
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１年間に何人の人がケガをするかを統計的に観ると、競技人口が多い種目が上位となるが、

発生確率の上位となる種目は、事故発生の防止に注意が必要！

事故事例 (平成24年度)

種目別の事故件数 / 事故発生確率

「スポーツ安全保健の加入者及び各種事故の統計データ」から、上図が事故件数、下図が発生率
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(参考資料２)
リスクマネジメントマニュアル
＜雛型＞
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リスクマネジメントマニュアル ＜雛型＞
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リスクマネジメントマニュアル ＜雛型＞
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リスクマネジメントマニュアル ＜雛型＞
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お疲れさまでした！


